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平成１６年 ２月 ２日

　各　　位

会 社 名　株 式 会 社　静 岡 銀 行

代表者名　取締役頭取　松 浦  康 男

（コード番号　８３５５　東証第１部）

問合せ先　経営企画部長 中 村  彰 宏

（ＴＥＬ．０５４－２６１－３１３１）

平成１６年３月期 第３四半期情報の開示について

　当行の平成16年３月期第３四半期における四半期情報について、お知らせいたします。

（注）１．以下に記載する数値は、監査法人の監査は受けておりません。
２． 集計方法については注記等に記載のとおり、中間期末及び年度末に開示する計数の集計

方法とは異なります。
３． 記載金額、比率は単位未満を切り捨てて表示しております。

１．「金融再生法ベースのカテゴリーによる開示」（単体）
（単位：億円） （参考）（単位：億円）

平成 15 年 12 月末 平成 15 年６月末 平成 15 年９月末

破産更生債権及びこれら

に準ずる債権
593 635 576

危 険 債 権 1,499 1,466 1,493

要管理債権 723 673 747

合　　　計 2,816 2,774 2,817

　（注）平成 15 年 12 月末の計数は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則」第

４条に規定する各債権のカテゴリーにより分類し、以下の方法により算出しております。

　　　１．平成 15 年 12 月末の「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」および「危険債権」の金額

は、同年９月末時点における債務者区分（※）をベースとし、同年９月末から 12 月末まで

の倒産、不渡り、延滞等の客観的な事実のほか、当行の定める債務者格付・自己査定基準に

基づき債務者区分の見直しを行い、12 月末残高にて開示しております。

　　　　　なお、当行は「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」の金額のうち、無価値と認められ

る部分の直接償却（部分直接償却）は実施しておりません。

　　　２．平成 15 年 12 月末の「要管理債権」の金額は、同様に同年９月末時点における「要管理債

権」をベースとし、同年９月末から 12 月末までに新たに「要管理債権」となった貸出債権、

および回収状況ならびに債務者区分の変更を勘案し、12 月末残高にて開示しております。

　　　　（※）債務者区分との関係

　　　　　　　・破産更生債権及びこれらに準ずる債権（実質破綻先、破綻先の債権）

　　　　　　　・危険債権（破綻懸念先の債権）

　　　　　　　・要管理債権（要注意先債権のうち、元本または利息の支払が約定支払日の翌日から

３カ月以上延滞しているか、または貸出条件を緩和している貸出債権）
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２．自己資本比率（国際統一基準）
　　〔連結〕 （参考）

平成 16 年３月末（予想値） 平成 15 年９月末（実績）

連 結 自 己 資 本 比 率 13.4％程度 13.21％

連結ＴｉｅｒⅠ比率 11.4％程度 11.27％

　　〔単体〕 （参考）

平成 16 年３月末（予想値） 平成 15 年９月末（実績）

単体自己資本比率 13.3％程度 13.06％

単体ＴｉｅｒⅠ比率 11.3％程度 11.13％

　　　（注）上記予想値は、経営環境に関する前提条件の変化等に伴い変動することがあります。

３．時価のある有価証券の評価差額（単体）

　○評価差額
（単位：億円） （参考） （単位：億円）

平成 15 年 12 月末 平成 15 年６月末 平成 15 年９月末

時価 評価差額 時価 評価差額 時価 評価差額

うち益 うち損 うち益 うち損 うち益 うち損

その他有価証券 19,785 1,257 1,352 95 20,578 873 1,013 140 19,351 1,145 1,246 100

株　式 2,502 1,162 1,187 25 2,161 737 799 62 2,415 1,055 1,075 19

債　券 12,907 28 86 57 12,088 55 112 57 12,790 23 91 67

その他 4,374 66 78 12 6,328 80 101 21 4,145 66 79 13

　〔ご参考〕
日経平均株価
（終値）

10,676.64 円 9,083.11 円 10,219.05 円

　（注）１．平成 15 年 12 月末および６月末の「評価差額」および「含み損益」は、それぞれ同年 12

月末および６月末時点の帳簿価額（償却原価法適用前、減損処理前。なお、外貨建て有価

証券については、外貨建て帳簿価額を同年 12 月末および６月末仲値により円換算した

額。）と時価との差額を計上しております。

　　　　　　また、平成 15 年９月末の「評価差額」および「含み損益」は、同年９月末の取得原価

（償却原価法適用後、減損処理後。）と時価との差額を計上しております。

２． 満期保有目的の債券に係る含み損益は以下のとおりであります。

 （単位：億円） （参考） （単位：億円）

平成 15 年 12 月末 平成 15 年６月末 平成 15 年９月末

帳簿 含み損益 帳簿 含み損益 帳簿 含み損益

価額 うち益 うち損 価額 うち益 うち損 価額 うち益 うち損

満期保有目的の
債券 34 1 1 0 36 2 2 0 35 1 1 0

３． 子会社・関連会社株式に係る含み損益につきましては、該当ありません。
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４．デリバティブ取引（単体）
　（１）金利関連取引

（単位：億円） （参考）　　（単位：億円）
平成 15 年 12 月末 平成 15 年６月末 平成 15 年９月末区

分
種　　　類

契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益

取
引
所

金利先物
金利オプション

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

店

頭

金利スワップ
その他

3,747
1,703

2
△ 0

2
△ 0

3,466
1,632

2
△ 0

2
△ 0

3,817
1,694

2
△ 0

2
△ 0

合　　　計 2 1 2

　　（注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。また、「銀

行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協

会業種別監査委員会報告第 24 号）の本則規定の適用に伴い、時価会計に移行した取引を含んで

おります。

　（２）通貨関連取引
（単位：億円） （参考）　 （単位：億円）

平成 15 年 12 月末 平成 15 年６月末 平成 15 年９月末区
分

種　　　類
契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益

店

頭

通貨スワップ
為替予約
通貨オプション

1,517
247
566

4
1

△0

4
1
0

1,412
533

1,750

3
△ 0

0

3
△0

1

1,523
936

1,727

3
△ 0
△ 0

3
△0

2

　　（注）１．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

          ２．引き直し対象の先物為替予約、通貨オプション等は、上記に含めて記載しております。

  （３）株式関連取引

該当ありません。

　（４）債券関連取引
（単位：億円） （参考） （単位：億円）

平成 15 年 12 月末 平成 15 年６月末 平成 15 年９月末
区　　分

契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益

取 引 所 17  0  0 106 △ 0 △ 0 6 △0 △0

店　　頭 － － － － － － － － －

合　　計  0 △ 0 △0

　　（注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

　（５）商品関連取引

　　　　　該当ありません。

　（６）クレジットデリバティブ取引

　　　　　該当ありません。
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５．貸出金の状況(単体)
（単位：億円） （参考） (単位：億円）

平成 15 年 12 月末 平成 15 年９月末 平成 14 年 12 月末

総貸出金 51,235 49,415 49,736

中小企業等向け貸出金 35,512 34,407 34,831

うち消費者ローン 13,548 13,398 12,902

静岡県内貸出金 34,229 32,961 33,806

県内中小企業等向け貸出金 29,516 28,503 28,749

うち県内消費者ローン 11,401 11,261 10,772

６．預金等の状況（単体）
（単位：億円） （参考） (単位：億円）

平成 15 年 12 月末 平成 15 年９月末 平成 14 年 12 月末

総預金 67,598 66,251 68,675

国内店預金 64,211 63,148 64,073

円貨預金 63,138 62,021 62,725

円貨流動預金 36,236 34,763 34,473

円貨固定預金 26,901 27,257 28,252

外貨預金 1,072 1,127 1,348

静岡県内預金 55,860 55,297 55,392

譲渡性預金 1,262 1,806 1,420

７．個人預り資産（単体）
 （単位：億円） （参考） (単位：億円）

平成 15 年 12 月末 平成 15 年９月末 平成 14年 12月末

個人預り資産末残 53,755 52,809 52,480

円貨預金 46,909 46,118 46,404

公共債（国債） 5,580 5,451 4,939

外貨預金 650 681 808

投資信託 277 275 277

譲渡性預金 18 18 15

個人年金保険商品 319 263 35

以　　上


